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ま　え　が　き

　少子高齢化が急速に進展し人口が減少する我が国は、健康寿命が世界一の長寿社会でもあ

る。人生 100 年時代を迎えるにあたっては、経済社会の活力を維持できるよう、全ての年

代の人々がその特性・強みを活かし、経済社会の担い手として活躍できることが重要である

が、特に今後の人口減少下においても増加することが見込まれる高年齢者の一層の活躍が期

待されている。意欲ある高年齢者が、年齢にかかわりなく生涯現役で活躍し続けられる社会

的な環境を整備することは、高年齢者自身の職業生活における希望を実現するともに、人生

100 年時代を豊かなものにするためにも極めて重要である。

　高年齢者の雇用については、高年齢者雇用安定法に基づく各種の施策が推進されてきた。

65 歳までの雇用は、希望者全員の雇用確保措置の義務化を定めた 2006 年や 2013 年の法改

正により、着実に進展してきている。他方、2021 年 4 月施行の改正法では、70 歳までの就

業機会の確保のために、何らかの措置を講ずることが事業主の努力義務として規定されたと

ころであり、これに対する対応も求められている。

　当機構においても、プロジェクト研究「人口・雇用構造の変化等に対応した労働・雇用政

策のあり方に関する研究」の主要な柱の一つとして「高年齢者の雇用・就業に関する研究」

を位置づけている。昨年度には、当該研究の一環として、企業と個人双方を対象に、高年齢

者雇用・就業・キャリアの現状と課題を把握するための大規模なアンケート調査を実施した。

本報告書は、主にこの 2 つの調査から得られたデータの二次分析の結果をとりまとめたもの

である。とりわけ、高年齢者雇用の促進という社会的な要請に対応するため、企業がどのよ

うな人事管理施策を実施し、またそれが個人の働き方にどう影響しているかに注目した研究

成果が収録されている。各章の研究結果から、70 歳までの継続雇用を制度的に促進するこ

とで、企業と個人の働き方がどのような影響を受け得るかについて、多くの示唆を得ること

が期待される。

　本報告書が企業経営者、人事担当者、労働者、政策担当者、高年齢者の雇用・就業問題に

関心のある方々をはじめ、国民一般に活用され、高年齢者の就業の促進、さらには生涯現役

社会の実現に資することができれば幸いである。

　2021 年 6 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   独立行政法人 労働政策研究 ･ 研修機構

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　樋　口　　美　雄
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